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インドネシアのサービス業部門GVAの長期推計

本稿の目的はインドネシアの戦前のサービス部門 (第3次産業部門)のGVA(粗附加価

値 grossvalueadded)の推計法を吟味し､われわれなりの推計値を提示することである｡

サービス業部門のGVDは､GNPの長期推計の中でも最も困難な部分である｡これはこ

の部門の生産活動が中小の個人的企業によって行われる部分が大きいため､その産出･投

入ないし所得データがきわめてとほしいことによる｡日本に関する長期経済統計でも､そ

の商業サービス業@)の推計値について､ある部分については｢過大推計｣のおそれを､ま

たある部分については､ ｢第一次接近｣でしかないことを断らざるをえない結果となって

いる｡また､この部門の推計は計3度改訂されており､その推計の改善は全体の推計の中

でも｢最も重点をおいた分野｣であったとされている (大川柏(1974)p.138,p.149)｡

この部門のGVAの推計方法は大きく分けて2つある｡第一は､かりに所得接近法とも

よばれる方法であり､ある年の1経済主体当たり所得ないし､利潤､貸金データを基礎に､

その経済主体の数の時系列的変化と類似の所得 (または利潤 (賃金)の時系列的変化を勘

案して推計する方法である｡インドネシアの長期推計ではPolak(1943)が主としてこの方

法で1921-39のサービス業GVAを求めている.わが国長期経済統計の商業サービス業03)

の推計および土方推計 (土方(1933))の商業部門の推計も基本的にこの方法によっている｡

第二の方法は指標接近法であり､Eng(1992)でこの方法が採用されている｡これは､比較

的精度の高い最近時のサブセクター別のGVAを基礎としてそのセクターの生産活動に関

係の深くデータ的にさかのぼれる変数を探し出し､サブセクターのGVAとその変数との

固定的関係から過去にむかって外押(extrapolate)する方法である｡

以下では､これら2つの方法による既存の推計法を紹介し､その批判的検討をふまえて､

インドネシアにおけるサービス業部門GDP推計改良の方向をさぐることとする｡なお､

ひとつの墳極的貢献として､1920-30年代の運輸通信業のGDPのかなり良好な推計値が

得られたので､その結果をも報告しておく｡
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[目 指標接近法

(1) Engの推計法

Eng(1992)の推計法の概略を示そう｡この推計の基準となるGVAは1983年の 17セク

ターのGVAである｡Engは､1983年を採用した理由としてIO表の推計値と比較したと

き､GDPの過小推計 (これは主としてサービス業セクターGDPの過小推計によるものと

思われる)の程度が一番小さいとみられることをあげているo

サービス業セクターは､次の各セクターからなる｡

公益部門 (utilitiesa)

建設業 (constructlOn)

商業 (trade)

運輸通信 (transportationandcommunication)

銀行金融サービス O)anklngandflnanCialservices)

持家レントOlOuSing)

行政サービス防衛 bublicandmlnistrationanddefense)

その他サービス業 (otherSerVICeS)

各セクターごとの指標は次のようである｡

公益部門 ;1880-1939の期間は 0.50x(電力消費)+ 0.50(ガス消費)､

1940-1983年の期間は1.00x(電力消費)｡

建設 :075Ⅹ (セメントの生産および輸入一輸出)+0.25Ⅹ林業生産

商業 ;0.30x(食用作物)+0.70Ⅹ (畜産物)+0.70x(換金作物)+1.00(エステー

ト作物)+0.90x(水産物)+0.80Ⅹ(林業生産)+1.00(製造柴生産)+loo又(輸入

財)｡なおEng(1992)I)364のroollproductsはbodcropsの誤りと思われる｡

運輸通信 :1880-1942の期間は0.175Ⅹ (鉄道貨物輸送)+0175x(鉄道旅客輸送)

+0.2r)(登録トラックおよびパス台数)+0.20(船舶輸送能力ないし輸送量)+0.15Ⅹ

(郵便物数)+0.05Ⅹ(電話回線数)｡1943-1983の期間は0.05x(鉄道貨物輸送)+0.05

Ⅹ (鉄道旅客輸送)+005x(登録トラックおよびパス台数)+0.20(船舶輸送能力ない

し輸送塵)+o】5x(郵便物数)+005(電話回線数)｡

銀行金融サービス; 0.50x(商業部門GVA)+0.50Ⅹ (実質通貨流通額)

持家レント; 050Ⅹ(人口)+0.50Ⅹ(1人当たりGVA､ただし､GV八から持家レ

ント､行政サービス防衛､その他サービス業および石油ガスを除く)

行政サービス防衛 ; 粗財政支出/WPI

その他サービス業 ; 025x(学校生徒)+025x(人口)十0.Box(その他サービス業

および石油 ･ガスを除くGVA)0
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Eng(1992)のサービス業推定法は､こうして作ったセクターごとの指標と1983年の

セクターごとのGVAの比率を機械的に過去に外押したものと思われる｡しかし､

Engの方法は2つの問題点をもつ｡第-は､指標にとり入れられる変数の選択である｡そ

れぞれのセクターでさびしいデータの制約の下に変数が選択されているわけであるが､そ

れでもまだいくつか改良の余地がありそうである｡たとえば､鉄道輸送については旅客人

数と貨物 トン数のデータが用いられているようであるが､⊆基王,Vo19にはtrとunkllometer

のデータか存在する｡この情報を利用することで精度の向上する可能性がある｡また銀行

業については､通貨量が何故銀行の附加価値に関係するのかについて根拠が十分でない｡

12Bi,Vo1.6から銀行の生産活動の通常の指標である貸出､預金のデータを得ることができ

るのであり､これを利用する方がより正統的であろう｡さらに商業のGVAについては､

運輸通信の進歩 ･展開の効果や貨幣経済化の効果を考慮せず､一定のウェイトを仮定して

いることに疑問の余地がある｡

第二にの問題点として､Engの方法は指標とGVAの間に比例的関連を仮定しているこ

とか指摘されよう｡すなわち､-次式の関係において定数項の部分がゼロであることがあ

らかじめ仮定されていることになる｡もし､そうでなく真の定数項が正であったなら､指

標の成長局面では成長率が過大に､下降局面ではマイナスの成長率が過大に推定されるこ

とになる｡ (定数項が負のはあいは逆である｡)

(2)戦前期日本の長期統計による吟味

日本の戦前期については､一応信頼しうるサービス業 GVAデータを利用することがで

くる｡それゆえ戦前期日本のデータによってEng指標接近法の変数の選定と指標のつくり

方についてのチェックを行うことができる.日本の戦前期とインドネシアの朔前期では政

治経済体制や発展段階がかなり異なるか､両者ともに発展途上国経済であり､このチェッ

クがそれなりの意味をもつものと思われる｡

(a) 鉄道業のGVA

Eng(1992)は鉄道業だけでなく､自動車輸送 ･海運 ･通信等を含んだ運輸通信業全体を

推割対象としているが､ここでは朝前日本の鉄道業､それも資料の制約から国鉄に限って

検討を行う｡国鉄のGVAについては南 (1965)にr鉄道統計年幸Rjやr国有鉄道陸運統計J

などに依拠した正確な計算値が利用可能である｡この国鉄の GVAをいかなる指標によっ

て､どのような形で近似することが可能かを考えよう｡次のような変数をとる｡カッコ内

は資料名と単位｡

この国鉄のGVAをいかなる指標によってどのような形で近イ以することが可能で

あるかを考えよう｡次のような変数をとる｡なおかソコ内は資料名と単位である｡
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被説明変数

y 国鉄の粗付加価値額/鉄道業デフレーター [国鉄の粗付加価値鞍は南

(1965)第1表､千円単位｡鉄道業デフレーターは大川他 (1974)第31表]

説明変数

xl 国鉄旅客輸送人員 [鉄道院 (省) r鉄道統計資料』各年度版､千人]
x2 国鉄輸送貨物 [同､千 トン]

x3 国鉄旅客輸送人キロ [南 (1965)第11表､100万人キロ]

x4 国鉄貨物輸送 トンキロ [南 (1965)第 12表､100万トンキロ]

これらの変数の年次データによって､次の4式の回帰分析を行った｡欄間は1915-36

年であり､OLSによる｡

① y= α + βl(Ⅹ1+ x2)

② y= a + βlXl+β2x2
@ y= a + BIX3+83X4
④ y= a + β1X3+β2Xa2+ βaX4+β4X42

分析結果は麦1に示されている0第①式の回帰はEng(1992)の指標接近法に最も近いか

たちである｡すなわち旅客人員 (Ⅹ1)と貨物トン数 (x2)を同一ウェイトで一次結合し､

それとGVAの関係をみている｡ xl+ x2は正で有意性が高い｡また説明力もきわめて

高い｡しかしながら､Engの仮定とことなって明らかに定数項は正で有意な億をとってい

る｡このことは定数項をゼロと仮定するEngの方法では鉄道業のGVAの成長か過大評価

される可能性のあることを示唆しているO

次に変数の選定｡旅客人員や輸送トン数はバラバラにして変数に用いたはあいでも有

意な説明力を持つ (②)｡しかし単なる輸送量だけでなく､それに輸送距離を加味した2

変数 (x8とx4)を用いると③式ではx4が有意でない.輸送キロのGVAへの影響は逓減

的である可能性があるため④式の推計が行われた｡次に変数の選定についてであるが､

旅客人見や輸送貨物 トン数は､それぞれを同-ウェイトで一次結合させずとも有意な

説明力をもつ (第②式)｡しかし単なる輸送量だけでなく輸送距瀬とを加味した2変数

(x3ならびにx4)を用いると､第③式で Ⅹ4が有意でない｡輸送距離のGVAへの影

響が逓減的である可能性もあるため第④式の推計をおこなったが､いずれの変数でも

有意性か低い.輸送距離を加味しない､単なる輸送量の方か､加味した変数と比仮し

てGVAとより強い統計的関係にあると判断できよう｡
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¢) 銀行業のGVA

ここでは他の金融業は除いて銀行業に限定して検討を行なう｡

戦前日本の銀行業GVA推計としては土方推計 (土方(1933))がある｡ r長期経済

統計』の推計では銀行業GVAは却小売業やその他金融業､接客業､流通業などとセ

ットで商業サービス業(B)として推計されているので (大川他(1974))､銀行業のみの

数字は分離可能ではない｡

土方推計は1919-30年に関して銀行業のGVAを求めている｡ただしこの推計も､

①費用項目である銀行業被傭者の所得として､日銀の平均給与 (6ヵ月分の貨与支払

いの 1.5倍と仮定)をとっているため過大評価の可能性がある､②当期純益金ではな

く前期繰越金を含んでいる可能性がある､などの問題をふくんでいる｡しかしながら､

さしあたっては､①､②の問題を改善することは容易ではないので本稿の推計では土

方推計値を用いることにする｡

なお1931-40年については､各年次の ｢銀行局年報』を用いて､特別銀行 (日本銀

行､横浜正金銀行､北海道拓殖銀行､農工銀行､日本興業銀行､日本勧業銀行)､普

通銀行､貯蓄銀行および外国銀行日本支店について､当期純益金と人件費を推計する

ことが可能である (推計方法は補論を参照されたい)｡本節の分析ではそれらの合計

値を銀行業GVAとした｡

以上の準備のもとに次のように変数を定めた｡

被説明変数

y 銀行業GVA/商業サービス業(B)デフレーター 【銀行業GVAは千円単

位｡商業サービス業(B)デフレーターは大川他 (1974)第 14表】

説明変数

X l (商業サービス業 (B)GVA一銀行業GVA)/商業サービス業(B)デフレ

ーター [商業サービス業 (B)GVAは大川他 (1974)第 14表掲載の100

万円単位の数億に1000を乗じ､千円単位に置き換えたものを用いた]

x2 預金/GNPデフレーター [預金は藤野･寺西による推計値 (千円単位｡

GNPデフレーターは大川他 (1974)第30表]

X ｡ 貸出金/GNPデフレーター [貸出金は藤野 ･寺西による推計値 (千

円単位)]

D ダミー変数 (1919-30年-1､31-40年-0)

T タイムトレンド

これらの変数を用いて以下の3式を回帰した｡

(Dy-a+βl(xl+x2)
(参y-a+βlx2+β2X3

③Lny=α+βlLNx2+β2LNx3
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分析結果は衰2に示されているが､そこから次のことがいえよう｡

第①式はEng(1992)の方法に類似したケースである｡ただしここでは通貨量ではなく

預金を第2の変数として用いている｡ Ⅹ1とx 2の一次結合は正で有意である｡ここで

も定数項はきわめて大きい値で有意となっており､定数項をゼロと仮定するEng(1992)

の仮定は支持されない｡②､③式であるが､②式のⅩ3の有意性は劣るものの､良好な

推計結果が得られている｡預金の handlingcostおよび貸出情報の生産コストという

現代金融論の視点からみてこれら2式の形での推計がインドネシアに適用するにあた

っても適切であると思われる｡

また､(9-③の全ての推計式でダミー変数が負の借をとっていることは注目される｡

これは1920年代における銀行業の不振､特に都市の中規模銀行における担矢の発生の

影響によるものと思われるO土方推計における貸金部分の過大推計の可能性にもかか

わらず､こうした結果がでたことは興味深い｡

(C) 商業のGVA

戦前日本の商業のGVA推計値は必ずしも満足すべきものでない｡しかしその問題

点を認めた上で暫定的な見当をつけるため以下のような分析をおこなった｡

大川他 (1974)では上述のように､商業サービス業(B)に本来の卸小売業 (物品販売

業)の他に銀行を含む金融業と接客業などの狭義サービス業が含まれている｡ここで

はとりあえず(2)で用いた銀行業GVAを除去したGVAに関して分析を行う｡

次のように変数を定める｡

被説明変数

y (商業サービス業 (B)GVA-銀行業GVA)/デフレーター [商業サービ

ス業 (B)GVAは大川他 (1974)第 14表 (100万円単位)｡銀行業 GVA

は (2)の推計値を1000で除し､100万円単位に置き換えた数億を用

いた｡また､商業サービス業(B)デフレーターは大川他 (1974)第 14

表]

説明変数

x 1 0.7×農林水産業実質GDP+1.0×鉱工業実質GDP+0.1×実質輸入 [農

林水産業実質GDP､鉱工業実質GDPは大川他 (1974)第25表､実質輸

入は第 18表､いずれも100万円単位]

x2 貨幣供給量/ GNPrデフレーター [貨幣供給量は藤野 ･寺西による推

計値 (千円単位)]

x｡ 国鉄 ･地方鉄道 ･軌道の営業キロ数 [南 (1965)第 17表]

次の3式の推計を行なった｡

(D+βlX.

② y-α+β.x l+β1X12
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③y-α+ (β1+β2x2+β｡X｡)Xl

分析結果は表3に示されている｡第①式の結果であるが､ XlはEng(1992)で用いら

れたものと類似の指標であり正に有意である｡しかしその一方で定数項もまた正に有

意に効いており､ここでもE1､g(1992)の推計が商業活動の成長を過大評価している可能

性を指摘することができる｡

②式のⅩ12は､マーケッティングの規模の経済をみるための変数であり､③におけ

るx 2とⅩ3はそれぞれ貨幣経筋化の影響と交通整備が市場経折の拡大にどのよう

な影響を与えるかを把握するための変数である｡ただしそのような配慮の上で回

帰分析を行なったものの､②､③の双方ともに良好な推計結果を得ることはでき

なかった｡

(3)インドネシアの戦前期の経済成長とサービス業部門

Eng(1992)はインドネシアの戦前期(1900-1929年)における経済成長に関してきわめて

魅力的な仮定を提示したOすなわち､彼は独白のGDPの推計値を根拠に次の2点を主張

した｡

(I) 植民地支配の下でインドネシアの在来部門の生産生活水準が停滞したという通説は

適切でない｡1900-1929年においてインドネシアの在来的な生産と生活水準は着実に向

上した｡

(ii) 在来部門の成長はそれ以前における国内交通通信網の整備にもとづく国内交易の

拡大のもとづくものであった｡

これら2つの仮説については既にBooth(1995)が注意深い吟味を行っている｡Bootllの

主張は次の3点である｡

(i) 植民地支配の下でインドネシアの在来部門が停稀したという｢通説｣は存在しない｡

1990年以降在来部門が成長したことは多くの研究者が認めている.

(ll)1900年以降における在来部門の生産の拡大はsmallholderagrjcultureのroo(1crol)

の生産拡大と輸出向けcas】lCrOI)の生産拡大にもとづくものであった｡

(111) GDPの推計値と通説で考えられている生活水準の動きの ●̀実感"は帝都がある｡

節-に 1900年以降在来部門の生産の拡大は必ずしも同じスピードでの生活水準の向上を

もたらしたとは思えない｡交易条件の悪化､階級間人柿間の分配の変化､政治社会的変動

の影響等から生括水郷の向上はGDPの成長にくらべてゆるやかであった可能件がある｡

第二に当新中戦後のGDPの動きにみられるほど､大幅かつ長期(1940-1970)の生活水砕の

蒋ちこみがあったことは信じがたい｡

BooLhはあえてElngのGDPffF.計の検討には立ちいっていない｡しかし(li)と(･1】)の批判

はGl)P推計のある部分についての仲吟味を要請しているように思われる.8()oLhのコメ
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ントを参照して考えると､次の2点かクルーシャルであると思われる｡すなわち､(a)国内

交通網整備の影響が過大にでていないか､およびO))それは1900-1930年のGDPの成長

の過大評価につながっていないか､の2点である｡さきにわれわれは､鉄道集の GVAの

検討で､Engの仮定した定数項をゼロとするモデルは適切でない可能性があり､そのばあ

いは成長率が過大評価される可能性のあることを指摘した｡いま衰4によって GDPの動

きをみると運輸通信の GDPかこの期間に急成長していることがわかる｡また､この成長

が1900-1913年間の成長率の 19.9%､1913-1929年の成長率の20.9%を説明している

ことがわかる｡しかしながら､この運輸通信の GDPの値は明らかに不自然である｡それ

は､商業のGDPと迎輸通信業のGDPの相対的大きさが異常とみられることである｡衷5

によると 1900年において後者は前者の 32% (-930/1225)でしかないのに対し1929

年においては 84% (=2157/2573)に達していることがわかる｡しかしながら､このよ

うな大きな運輸通信のGDPshareは他のデータや他の年次では見られないことであるO第

一に､BPS"Nationallncomcoflndonesla1960-1968"によると1960年の迎輸通信業の

GDP14.5bill10nルピア､これに対し商業のGDPは55.6billionルピアである｡前者は

後者の261%である｡またIDt;"InT)ut,-OutT)uttablelndonesiEL1971"によると1971年の

GDPは運輸通信業 329bimonルピア､商業は754biulOnルピアである｡このはあい前者

は後者の436%である｡

第二に､後掲の衰8におけるPolakデータと1930年のセンサスデータを用いたGDP推

計値では､1930年において運輸通信業の総所得は148(百万FD.商業の腐所得は411(百万

FDとなる｡すなわち遊輸通信業の当年価格所得は商業の36%でしかない｡

定数項をゼロと仮定するIhgのサービス業GVA推計は運輸通信業の1900-1929年に

おけるGVA成長を大幅に過大に推計している可能性がある｡製造業および農業のGVA

ではこうしたバイアスは避けられており､したがってそれらの生産に比例的と仮定した商

業のGVAもこの種のバイアスは小さいものと考えられる｡それゆえEngの推計では主と

して運輸通信業の成長が過大に評価され､これが GDP全体の推定成長率を高める効果を

もったと考えられる｡1940年代および50年代のGDPの諮ちこみも同様の理由から過大

に評価されている可能性がある｡

ちなみに同様に定数項ゼロの仮定をおいた銀行業についても 1910年代については成長

率が過少に20年代については過大に評価されていると思われる｡いま､GBLVo16によ

って通貨量と銀行の11abilJtleSをとると次のようになる. (単位 ;NICrLfm)lllOn)

1910 1920 1930

通貨残高 202 別5 519

4大銀行llabi】lLlt､S 120 571 352

すなわち､1920年代において4大銀行の11nbillLleS･したがってその活動規模は大幅に縮小
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しているのである｡しかるに生産量と通貨量を用いたEngの推計では､銀行金融部門のG

DPは増加しているという結果になっている｡また 1910年代銀行業の活動は 11abllltleS

の値でみる限り､急激に拡大したと思われる｡Engの推計では､この点はとらえられてい

ないようである｡

(4) Engによる運輸通信業GDP推計法の吟味

Engによる運輸通信業のGVAの推計はindex接近法によており､その批計佃はバイア

スをもっている可能性が高い｡しかしながら､残念なことにEngの推言t方法の説明が不十

分であるためこの推言i方法を正椛にするreproduceすることはできない｡これはたとえば

(I)shlT)pingc<lpaCity等々の定義鶴田データが全く示されていない｡(ll)mallllx!m,

tclel)honeconnect10nなとの単位が不明､(iil)passengercarebusのいずれのデータを用

いたのか必ずしも定かでない等の理由になる｡以下では､可能な範囲内でEng類似のlndex

をつくり､その推計のバイアスの可能性を指摘す考｡

表6の第1列はインドネシア公式統計 PendapatanNasionalIndonesla(PNl)による運

輸通信業のGDP(GVA)である｡1960-68はPNI1960-1968よる1960年価格のGDP､

1969-72はPNI1969-73による1960年価格による実質GDPである｡1973-78および

1979-1983は､それぞれpNl(maintables)1973-79およびpNI(mainl謹Ibles)1979-83

からとられた1973年価格による実質GDPである.単位はいずれもbillionルピア｡また

2列～6列は St,atlStlCalPocketbookoflndoneslaおよび SLatistica]Yearbookof

lndonesiaの各年版によりまた運輸通信業の生産能力と生産活動に関する諸指標である｡

truckおよびbtlSは登録台数であり､1977年のデータが上記の資料からは不明であるため

値接補完した｡rtlilwayfre]ghtおよびrそIilwaypassengersはそれぞれ100トンおよび百

万人単位である｡1974,75のfreJghtおよび1)aSSengerは直接補完で求められた｡mallitem

は内国郵便物 (審問および非書留)であり､単位は1000佃｡1973-75年のデ-タが値按

補完で求められたotelep110neCOnneCtlOnは長距離および国際通話のcall数である｡単位

は1000回｡

さて､Engは戦後1943-83の運輸通信業のGVA指標として､railwayfreight,rallway

passengc･rS,trtlCksandbuses(1000台).indexofshlPping(1958-83totalshlpping

capaClty,1943-57r昭1StBredshil)plngrrelght,(lomestictln(IinLern仙onEll),m･Tlll

Items.telel)honeconncct10nSのそれぞれ005,0.05,050,020,0.15,0.05のウェイトをつ

けて､指標を作成している｡しかしながら､われわれの手持ちのデータでは $llil)1)In廷

cal)aCltyのコンシステントなデータをつくることはきわめてむずかしく､Thgはその定義

範囲も明椛にしていない｡またmallitemsとtcleph0necom-1CCLlonのlii位も不明であり､

Engと同じ指標をつくることは不可能であった｡このためわれわれは､1′ruck(1000台)､

I)､lSeS(千台)､ra11W～lyrrelght,rallway1)ttSSengerにそれぞれ0･25のウェイトをつけた8
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列のような疑似Eng指標をつくった｡

被説明変数として第1列のGDP､説明変数としてXl=疑似Eng指標､x2=デフレー

ターのちかいをとらえるダミー(1960-72=0､1973-83=1)をとったOLSによる回帰分

析を行った｡結果は蓑7のとおりである｡定数項､ダミー､Eng指標いずれも有意であり､

説明力も高い｡

上記の回帰分析の結果は図1のように図示できるであろう｡このばあい原点と 1983年

個を結んだ直線で推計した Engの推計値は明らかに指標の増加局面においては成長を過

大評価していることになる｡

(5) 回帰を用いた戦前期運輸通信業GDPの推計

上記の朝後期に関する回帰結果を用いて､戦前の運輸通信業の GDPを推剖することを

試みよう｡戦後のGDPデータは1960-1972年の1960年価格によるものと1973-83年

の 1973年価格によるものからなる｡以下では戦前の方がカバレージなどの点で戦前に類

似しているものと考える｡

表8は表6にならって戦前期のデータから疑似Eng指標をつくったものである｡データ

は全てChanglne:Economvoflndonesia,Vol,9,transposrt1819-1940から得た.この

指標を衷7の推計結果に適用して､すなわち -284.04+0.087764xEng指標 という割

算を行うことにより､(3)列の 1960年価格の戦前期 GDPの推計値を得ることができる｡

さらに次節で使う貨幣量を用いた換算比率((2)列)を適用して､(4)列のようなGDP億(単

位 billionルピア)を得ることができる｡結果はかなりす脈残なものである｡ しかし回帰

式を非線型にすることなどによりいくらかの改良を行うことはできよう｡

【2】 所得接近法

(1)Polakの推計法

Po】ak(1943)の推計法の概略を示そう.彼は1921-1939の国民所得を

個人所得 インドネシア人 2022

ヨーロッパ人 371

アジア系外国人 292

政府輸出収入

非居住者所得

に分けて推引している｡数字は1939年のNICrLlm1111OnSlli位所得概をしめしている｡

q)70).サービス業部門はこのうちの主としてインドネシア人の個人所得に含まれ､
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政府 (government)

商業 (tra(le)

運輸通信 (commllnication)

使用人(servants)

家屋レン川1OuSerent)

自由業 brofessions)

52

35

29

46

00

20

日リ
‖り

に分けて推計されている｡数字は同じくNICrtfmillion(Flmlll10n)単位の推計された所

得を示している｡(p.71)｡

推計方法の概略を商業および政府部門について記しておこう｡商業については､主旦辺_隻
の課税データにもとづきジャワ島およびマドゥラ鳥の商業者l人当たりの所得F195とし

たうえで､1939年の1人当たり所得をFJ100と仮定する｡次に1930年のセンサスデー

タbp.96-97)から得られるジャワ島･マドゥラ島の商業者の数に一定の成長率を仮定して

1939年の商業者数を推定し､FllOOとの積をこの年のジャワ島･マドゥラ鳥の商業セク

ター所得とする｡外鳥については1人当たり所得をジャワ島･マドゥラ島にくらペて45%

高としたうえで同様に計算する01939年以外の年次については､インドネシア人の他のセ

クターの所得合計に対して､商業セクターの所得が一定倍率をもつものとして､推定する｡

次に政府については､インドネシアのcivllgovernmentの公務負の所得とスルタンの支

配下の職員および村落に((tesa)レベルの職点の所得とをそれぞれ推計して合計するocIVil

governmentの職員についてみると､1926年について常傭職員への給与･賃金支払総研の

データかあるので､これからインドネシア人分を分離する｡次に非常仰職員への賃金支払

を 1919,23,24年のデータから推定する｡こうして 1926年について､常傭･非常仰職員

の給与 ･賃金支払情の和として政府部門 (インドネシア人)の所得を得る｡他の年次につ

いては､賃金と職員数の時系列的動きについての部分的情報をもとにいくつかの仮定をお

いて外押する｡

ちなみに､表 10の第1行はPolakの推計値を用いて､人称ごとの1人当たり有業者

所得が各産業において同一であるとの仮定の下で､1930年のサービス兼各産業のGDPを

求めたものである｡すなわち1930年のセンサスデータ(QBiVol.5,1)p96197)から､Jawa

andMaduraとoutx!rprovinceそれぞれの地域における産業別の有業者数がわかる｡こ

れにPolakが推計した人種別 (インドネシア人､ヨーロッパ人､アジア系外国人)の地竣

別1人当たり所得(g弘Vo15.I)p76)を乗じて産業別のGDPを求めることかできる｡衷1

の第2列はこうして計算される産業別GDPのうちのインドネシア人のみのGDPを示し

たものである.第3列は1939年についてのPolakの抑言†したインドネシア人のJ-fr褐(以韮

vo15,p.71)を参考までに掲げたものである｡
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(2)ミクロデータによる運輸通信業GVAの推計

本節の目的は､戦前期インドネシア (1910年代～1930年)の運輸通信業のGVAをミ

クロ的な収入収支データから推計することである｡

資料は IndiSllVerlaEの 各年版

Pendal】atanNas10nEllTndnne別n1960-1964

ChanどinEEconomvoflndonc!Enf)(Vol.9);

Tran印Ort1819-1940

であり､以下ではそれぞれ王旦坦 王.盟 _と略称する｡

推計は(1)鉄道 (市街電車を含む)､(り バス輸送､(3) トラック輸送､(4)その他輸送

(機械の使用以外の方法による陸上輸送および全ての脚 の水上輸送)および(5)過信の

5項目について行う｡基本的方法はPNIより得られる1960年の諸比率を批前期の収支デ

ータに適用するという方法であるOインドネシアの 1960年代前半はスカルノ政権末期の

混乱期であるが､1960年頃はまだ比絞的落ち着いており､一応情報としては､有用である

と考えられる｡

(a) 鉄道輸送

王里の"railway;financialresult"の節から政府民間双方かつtramwayを含む鉄道会社の

(a)営業費用worklngexpenses(減価償却を含まlj:い)

O)) 収入 receipts(雑収入を含む｡すなわち営業収入より定義が広い)

のデータから1915,1920,1925,1927-39の各年について得られる｡ (単位1000gld)｡

他方と!亜p.79よりPNKAの損益計算書から1960-64年について

(a) wagesandsalaries

0)) repairandmaintenanceexpenses

(C) mlSはllaneotlSpurchasesofgoodsandservices

(d) totalexpendLture

のデ-タが得られるOただし､1961-64のデータは1960年代の諸比率でわりふったもの

と思われる｡

ここで(a)は(a)､O))､(C)に金利､レンタル支払､年金払込､純利潤 (配当､内部解保､

減価償却にあてられる)を加えたものにあたる｡

われわれは圭且の(a)がと坦Lの(a)+(C)に対応するものと考え､王且の(A)に19GO年の(il)/

((a)+(C))すなわち0413を幣じて､職前における人件紫の抑定価とする｡またiy_のO))

- (a)を粗利潤とみなす｡最後に､こうして得られた人件資と粗利潤の和をGVAの抑計

値とする｡

巾)トラック輸送

巴迎 p.87Table12.4より19GO的 こWostJavaで行ったトラック耶業のサーヴェイ･
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データに基づくGVAの推定値がある｡これから

(a) totalnumberoftruckoperatedlnIndonesla

¢) groSSValueadded(単位 millionRp)

が得られる｡(a)は登録台数の50%と仮定されている｡またO))はtotalwages,ln(Isalaries

とtDtalgrossprof-1tSの和である｡これより稼動 トラック一台あたりのtotalgrossvalue

addedをもとめると38.20millionRp.となる｡

王道王_から1925-1940年についてのトラックの台数がわかる｡これに3820mllllOnRl)

を乗じることにより､各年の1960年価格でのトラックのGVAを得ることができる｡

(C)バス輸送

日生 p.86,Table12,3よりP.N.DAMRI(1960年で203台のバスをもち3,824人の従

業員のいる企業)の年次報告書に基づいて次の値が推計されている｡

(a) totalnumberofbusesoperatedlnIndonesia

O)) valueaddedln1960prlCe

(a)は登録台数の60%と仮定されている｡03)は減価償却を含まないnetvalueadde(tであ

る｡これから稼動されたパス千台あたりのvalueaddedが2916millionRpと推定され

る｡他方､同資料Table124よりトラックについてdepreclationとnetvaI°eaddedの

比率をとると､1960年について0.111となる｡これより1960年におけるバス千台あたり

GAVを

291.6Ⅹ1.111=323.97Rp とする｡
次にGBLからバスの台数をとり､これに323.97Rpを乗じることにより1960年価格の

バスのGVAが得られる｡

(a)その他輸送

旦!些p.88,Talbe12.5より1960年についてnon-mechanlZedroadtransportandilll

kindsofwatertransportationの1960年についての

(a) 従業者数 - 234,675

0)) 従業者1人当たり平均所得 =31.5(Rp.1000)

が得られる｡ちなみに､ トラック菓n従業員数は､1台あたり平均従業員数を8人として

(旦辿 p.87)､ 3x32,635=97,905人と推計される｡また､バスの従業員 1人当たり給与
賃金は､1960年において29.6(Rp.1000)である｡

世銀 W｡rldDataより1960年の人口は93996(千人である)であるからO))は人口の

0,25%にあたる｡

われわれは､_C_hangInqEconomvoflndoncslaVolllから1919-1928,1930･1910咋

のインドネシア人の人口 (lndigenouspol'､llaf,ton)をとり､これに31.5x00025()を乗じ

て､その他輸送業のGVAとした｡
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(e) 通信業

郵便､電信､電話事業を含む｡

巴匹王p,91,Table132にP.N.Postel(StatePostalandTelegraphSerious)の 所得デー

タにもとづく1960年の収入額 834.3が得られる(単位はでていないが mllllOnRpと判断

される)｡他方p90Table13.1に1960年の通信業のGVAの推定値445.4が与与られて

いる｡ これは賃金､年金払込､金利支払､利潤､減価償却の和である｡単位はmllllOnRp.｡

この2つの情報から､通信業では､収入の4454÷834.3=53.39%がGVAとなると考えら

れる｡

他方､竺王1920,1922･40の各年についてpost,telegraphandtelephoneservicesのtotal

revenueの額が得られる｡ (単位1000gld)｡よってこれに0.5339を乗じて各年の通信業

のGVAとすることができる｡

(D 単位の統一とGVAの合計

以上において得られた推計値は､鉄道と通信については､1000gld単位の各色 トラッ

ク､バス､その他輸送は1960年価格における1000Rp.単位の値となっている｡それゆえ､

1960年価格の値を1000gld単位あたりの当年価格値に換算する必要がある｡

換算は信頼しうる価格データがあれが一番簡単だが､それは現在の段階では望めない｡

それゆえ貨幣量データより換算することとする｡しかしながら､ここでも問題がある｡す

なわち1960年について貨幣量の億が不明であることである.BOIのannualreportでは

1947-58年と1965年以降についてしか貨幣量がとれない｡それゆえ､われわれは 1960

年の貨幣量の近似数値として1958年の貨幣量29,366millionRp.を用いる｡他方Cllanging

EconomyofIndonesiaV01.6Tablelから(a)currencyincirculationとO))bankmoney

balanceの値が得られる｡ bankmoneybalanceはguilderbalancessubjecttochecking

ondemandheldbydomestlCdepositorsである｡それゆえ､われわれは 定期性預金の扱

いに多少の間越は残るが(a)+O))を戦後の値とcomparableを貨幣量とみなすことにする｡

以上から､上記の(a)+a))を29.366で 割ったものを1960年価格の戦前の各年の当年価

格への換算比率とする｡

蓑 11の(3),(5),(7)列はそれぞれこの換算比率を用いて換算した｡それぞれトラック､バ

ス､その他輸送GVAの当年価格値である.これらに(1),(8)列の鉄道､通信のGVAを加え

て､(9)列の1000gld単位での運輸通信業の当年価格GVA系列が得られる｡

欠落項目のある年次をさしあたって除外して考えると､次の6年次について一応の確定

値をうることができる｡他の年次についても､データの欠ける部分を直接祁完するなどの

手続きをとることにより､推計値をうることができよう｡いずれにせよ､この当年価格伯

は価格データが開発され次第再改訂されるべき性質のものである｡

-14-



(参考)Engによる

当年価格値 1982年価格催

1915年 75,365 951

1920年 160,778 1,367

1927年 208,782 1.792

1928年 239,794 1,792

1930年 214,623 2,027

1940年 164,659 1,699

ここで､1940年のGVAは同年の鉄道のGVAが1939年のものと同一と仮定して求めて

ある｡

われわれの当年価格値とEngの推計した1983年億をくらペると､両者はほぼ同じよう

な動きをしている｡1915年から1928年にかけての成長倍率はわれわれの推計値の方が高

い｡すなわちわれわれの当年価格値で3.19倍､Ihgの推計値で207倍であるOしかしな

がらこの間､貨幣量は上記(a)+O))でみて

1915年 92.06

1928年 212.68

-と2.30倍に拡大している｡ それゆえ実質値でみると1928年の運輸通信業のGVAは

75,345から104,258への1.38倍の拡大でしかないことになるOこの面からみてもEngに

よるこの部門のGVAの推計値は､大幅な過大推計の可能性か強い｡

ちなみに､さきにふれた Polakデータによると 1930年の運輸通信業の GVA は

148,000(1000gld)である.これはわれわれの214,623(1000gld)より大幅に低い｡これ

は運輸通信業の1人当たり所得が平均値より大幅に高いことを反映したいるものと思われ

る.

また､以上の推計ではとり入れなかったが､IndishVerlaf:(各杵版)から191'30-39年に

ついてharvorworkの収入支出データをうることができるOこの収入データは利潤+支山

であり､支出は各種work項El､金利支払､減価償却､lettingmilLcr)をllstlndrellilritl.tons

からなる｡最後の項目は少朝であり､work項目は大部分人件費であると思われる｡よって

この収入デ-タを基本的にll‡lVOrWOrkのGVAとみなすことができる｡資料の利用可能JU]

間が短いためわれわれの推計値にはとりこまなかったが､参考までにこの他を記しておく

(単位 1000gld)｡

1930年 15,198

1931年 13,601

1932年 12.501

1933年 11,905
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1934年 11,490

1935年 10,940

1936年 10,728

1937年 11,673

1938年 11,408

1939年 12,031

【3] 結語

今後のサービス業の推計の進め方を考える必要がある｡運輸通信業に関しては､われわ

れの表11のものが一応ベストであると思われる｡

同様な方法による推計はおそらく金融について可能である｡In(tishVerlagに1920年代

～40年代のJawaBankの支出データにおよび利潤､減価償却デ-夕がある.また1960

年については BankNegaralndonesiaのデータにもとづき支出を賃金部分とその他部分

に分割することができる｡戦前期の他の3大銀行(NHM,NIEM,NIHI3)については､Jawit

BankのGVAをcredltbahnCeなどによって比例的に按分することができそうである｡

(あまり確実ではないが努力すれば3大銀行についても支出データを orlglnillsotlrCeか

ら得ることができるかもしれない｡)

最大のサービス業部門である商業については､戦後のGDPにおいても基本的にEngの

用いた方法が採用されており､この方法によるしかないものと思われる｡また残りのサー

ビス業部門についても､運輸通信業でわれわれが行ったような所得推別法はおそらく不可

能であろう｡なんらかの方法で指標アプローチを改良した推計法をとる必要がある｡
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Appendix1

戦前期日本の銀行業GVAの推計について

本論に示してあるように､1919-30年については土方推計の数個を利用したが､1931

-40年については F銀行局年報』を用いて次のような方法で銀行兼GVAを抑計した｡

なおここで求めるGVAとは､当期純益金と人件柴の和を指す｡

特別銀行については損益計算書に ｢当期純式益金｣ならびに｢給与及び報酬｣か記叔さ

れている｡つまり両者の和を特別銀行のGVAとした (正金はさらに ｢手当｣を加え

ている)oただし､農工銀行については経費内容が不明のために人件∃削こ相当する封

用額を得ることができない｡そこで各年次について､他の特別銀行の総損金 (総文江‡)

に占める人件費の割合の平均値を農工銀行の総損金に乗じて人件.封の推言l値としたD

普通銀行､貯蓄銀行については当期純議長金は記載されているものの､人件架は｢営業

費その他｣に含まれる費用とされているため具体的な内訳は不明である｡ただし r本

邦経済統計』には1930年代の普通銀行の預金債券経費率のデータがあり､これには人

件費と物件費とが分離されている｡このデータから1934-35年の経資に占める人件費

の割合 (064)を求めることができる｡しかしながらこの割合が対象期間の10年間で

不変であったと仮定するには純理があると考えられるOここでは普銀 ･貯銀 (両者が

同様の行動様式をとるものと仮定している)の人件費と物件費の1935年における比を

0.64と考え､これが特別銀行の人件費と物件費 (その比率は r銀行局年報』から容易

に求めることができる)と同様の成長率で推移するものと想定し､弊出した｡そして

その借を ｢営業費その他｣項目に乗じた値を人件費の推定値とした｡

外国銀行日本支店であるが､ ｢当期純益金｣については ｢総益金｣と ｢総損金｣の差

とした｡人件費は記載されていないが､ここでは普通銀行 ･貯蓄銀行の総損金に占め

る人件費推計値の割合を各年次求め､外銀日本支店の ｢総損金｣にこの値を乗じて人

件費の推定値とみなした｡ 以下に銀行業のGVAとともに [1](2)節で用いた諸デ

ータを示しておくこととする｡
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銀 行 業

千円単位 実質GVA 実質サービス業 預貯金

GVA

1919年 343146 2738318

1920年 383850 2166291

1921年 486360 3082293

1922年 415668 2447489

1923年 457053 2500489

1924年 432800 05C.I
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国 鉄

千円単位 実質国鉄GVA 輸送人員 輸送貨物

け数

HU舛
掛柿ロ⊥ユ｢

人逮輪

1915年 108208 172290045 36397983

1916年 123570 197043320 42100734

1917年 138521 245234480 48753041

1918年 120532 288061584 53313720

1919年 129733 357881957 59939525

1920年 147230 405819694 56623871

1921年 220261 454535924 57394029

1922年 244402 509808705 64070573

1923年 229575 576472225 64782436

1924年 254842 635454260 70057345

1925年 275722 677085503 71939246

1926年 277455 735706451 73602765

1927年 288096 789949277 77383650

1928年 293755 847300471 78506849

1929年 275993 862939432 76008685

1930年 252026 824152598 64087099

1931年 253496 787222491 60590746

1932年 249996 781149732 61732756

1933年 272906 841815316 71970592

1934年 297692 913564566 77477837

1935年 322797 985041029 81039134

1936年 361322 1058630711 89342111
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商 業

千円単位 実質GVA Eng(1992)と 貨幣量

類似の指標

国鉄 ･地方鉄道 ･

軌道の営業キロ

919年 2738318 4463700 6714473

920年 2166291 4301100 6693749

921年 3082293 4208600 8174899

922年 2447489 4550200 7748572

923年 2500489 4420500 8068643

924年 2502185 4578000 8298708

925年 2416801 4831800 9059414

926年 2279465 4885400 9763627

927年 2235971 5197800 10222829

928年 2718106 5439500 11526878

929年 2684387 5927100 12356777

930年 1700005 6026500 13609671

931年 1954722 6040000 15119685

932年 2866045 6219100 15599103

933年 3281373 6799700 16024295

934年 3218392 6914000 16618662

935年 2679627 7543200 17524643

986年 2973913 8020500 18694562

937年 3321012 8247000 19150926

938年 3365697 9602500 21359650

939年 4635199 10995400 25344713

940年 3863816 11662400 28573004
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表1 国鉄のGVAの回帰分析

被説明変数 ,実質国鉄GVA

推計期間 ;1915-36年

方程式 説明変数 推定値 t値 R-squareadjusted D.W.

(∋ 定数項 58575 4.564 09103 0.7793

Xl+x2 0.00025 14.63
② 定数項 1959.23 -0.0297 0,9218 0.9438

X. 0.000178 4･468

x2 0.00186 2･295

③ 定数項 27841 0.936 0.9143 0.9933

Ⅹ3 14･7 4･417

X4 -4･05 ~0･564
① 定数項 169000 1.655 0,9165 1.1936

Ⅹ3 26･3 1･623

Ⅹ3Ⅹ3 -0･000357 ~0･667

X｡ -47･2 ~1･197

X4X4 0･00196 1･052

ロ

数

ロ
キ

員

ン
キ

ン

人

卜

人

卜

送

送

送

送

輸

輸

輸

輸

Y∧
V人Y
∧

Ⅴ∧

酎



表2 銀行菜GVAの回帰分析

被説明変数 ;実質銀行業GVA
推計期間 ;1919-40年

方程式 説明変数 推定値 t値 R-squareadjusted I)W.

① 定数項 5.02E+05 7.267 0.3759 1.182

Xl十x2 1.19E-02 2.336
D -1.64E+05 -3.426

T -2.30E+04 -3.730

定数項 3.63E+05 2,748 0.3954 125176

x2 0･012 2.470

X3 0･035 1.832
D 5.829 -3.606

T - 2.85E+04 -3.810

被説明変数 ,実質銀行業GVA(対数値)
推計期間 ;1919-40年

方程式 説明変数 推定値 t値 R-squat-eadjusted D.W.

③ 定数項 -8.3872 -1.103 0.4879 1.93797

LNX2 0,23036 3.155

LNX3 1･1781 2.627
D -5.63E-01 -4,366

T -8.54E-02 -4.479

注) x.

x2

X3
D

T

LNx2

LNX3

サービス業GVA
預貯金

貸出金

土方ダミー (1919-30年-1)

タイム トレン ド

預貯金 (対数値)

貸出金 (対数値)
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表3 商業GVAの回帰分析

被説明変数 :商業GVA

推計期間 :1919-40年

方程式 説明変数 推定値 t値 RISquareadjusted D,W.

① 定数項 1308000

X. 0･233

(診 定数項 2854700

X. -0･221

X.X. 3･0017E-08
③ 定数項 -380580

X. 1･0188

XlX2-2･0118E-09
XIX3-0･000020673

4.480 0.5715 1.7068

5.386

2.788 0.6008 1.8979

-0.758

1.572

-0.180 0.5974 2.0196

1.352

-0.197

-1,559

注) xI Engと類似のINDEX

x2 貨幣量
x｡ 国鉄 ･地方鉄道 ･軌道の営業キロ
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表4 GDPの主要セクタ一別成長寄与率 (%)

Food Cash Manu- Trade TransI

crops crops facturmg port
and and

mm g COmm･
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1

資料:Eng(1992)

注:EngのTable6の注記の式は誤りと思われる｡すなわち､GVAxをxセクターの
GVA,GVATを総GVPとするとき､この引算は (GVA2Ⅹ-GVAIX)/GVAIY

ではなく(GVA2X-GVAIX)/(GVA2T-GVAlつ としてなされているものと
思われる｡

oilandgasは1983年の Shadowpnceで評価｡
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表 5GDP(1983年価格､billionルピア),主要セクター別
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1980 9,549 1,423 8,431 7,246

資料 : Eng(1992)
注: oilandgasは1983年shadowpriceで評価
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蓑6 疑似Eng指標の作成
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塞7 回帰 分 析

回帰 統 計

概 要

重相関 R 0.925526

重決定R 0.856598

補正 R2 0842941

標準誤差 107.1669

観測数 24

係 数 標準誤差 t

切 片 1284.02 112.1497 -25327

Ⅹ値 1 0.244α; 0087764 2780847
X値 2 442.7248 45.53553 9.722623
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表8 戦前の疑似Ihg指標
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表9 戦前鵜運輸通信業GDPの推計の試み
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表10 Pola,kデータによるサービス業GDPの比較 (1f)30年)

Polakデータ うちインドネシア人 pol(lkによる1930年

による推計値の GDP(百万n) のインドネシア人

(百万FJ) GDP推言1倍

建設業

商業

運輸通信

金融

持家レント

政桁

その他サービス業

自由業brofe熊ional)

49

411

148

24

-
250

648

123

18

72

48

2

一
80

301

25

L
270

58

L

珊3
0
4

92

40

(江)(1)Polakデータによる推計値において､その他サービス業はdomesr)cscrvJCe

およびotllerS.建設業はmanufnc山ringの中のoulerSをとったoそれゆえ建設業
は食料､金属､捌 E､窯業､木材竹鮎品以外の工業を含む｡遊輸通信はra】1roEldtln(I

1ramways;I)OSt,telegraph,telephone,roadtransport;watxjr‡Indall.trtlnSpOr(一の

合計であり､ron(uran印Ortの中にhotelsan(Irestauranlsを含む｡

(ll)Polakデータによる推計値における単位は人口は1CX)人単位､千人当たり所得

は百万Flであり､両者の磯を千の位で四捨五入｡よってif皇位は百万Flである｡

(ill)Polakによる1939年のインドネシア人GDP推計伯における運輸通信業は

commtmicatlOn,その他サービスはscrvantsである｡
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表11 ミクロデータによる連輪通信業GVAの推計

∴

≠

惹

W

e

ー

00

:･
温

.i

料

J=

t

∴

州

…

3蕊

伽

y
"叫

小

仙
..i.I

534

907

481

959

m

077

754

257

367

531

軌

257

878

m

糾

462

肌

413

508

553

732

962

708

725

m

脚

63

一
55

90

04

18

16

88

64

43

57

円

44

57

38

45

47

94

61
粥

6

4

0

6

5

1

7

｣｢
ハ0
3

1

8

1

nU
8

1

9

7

5

7

9

2

.I.

.バ｢
5

6

6

7

8

9

9

7

6

°
.
ウリ
3

2

qリ
3
4

5

1

1

ー

ー

ー

ー

1

ー

lJ
l

l

l

l

l

l

l

l

l

l

l

5

m

4-18

9--3

m

4--9

7--5

8-15

蜘

9-11

8--7

批

3--5

讐

肌

二

二

二

l

H

…

3

3

4

｣
｢
6

8

7

6

6

6

nU
7

7

7

7

6

7

5

6

3

8

3

7

9

2

鍋

17

4

LTJ
-=

,3

2

2

2

403

827

636

耶

596

加

純

減

脚

矧

竺

m

=

l

二

二

l

l
搬

淵

諾

m

e

2--9

慧

2--3

2--7

2-15

脚

3

56

一

一

一

一
76

一

一

一

2

35

4̀

6

7708 178623 4357 72569 1770

- 238865 6286 550101 14476

84366 307128 7875 985841 25278

89256 410612 108061684644 44333

86517 614141 157471810992 46436

64295 538620 128241750410 41676

47437 568263 1092820JlG842 39362

37990 - - - -

27447 458744 69512378264 36034

236(光 286767 38751791878 24215

23102 366796 45282150837 26554

23779 .393384 4797230JI723 281(13

32213 440217 67732879769 44304

30041 368821 59492337768 377CK;

35(光1 388265 59732211419 34022

- 417220 78562092522 38046

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

1

1

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

3

3

3

3

3

3

3

3

3

nd
4

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

-31-



図1 回帰分析の含意

運輸通信業のGDP
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